




























































第二章 基本権の客観的側面の登場と展開 1960年代～1970年代 
基本法制定当初の防御権を中心にした基本権解釈の転換点になったのは、基本権の客観




























































































































































































































ば、基本権保護義務の場合は、基本法 1 条 1 項 2 文という明文規定の存在が、法的義務と
しての保護義務を承認するための憲法条文上の根拠として重要であると考えられる。また、
狭義の給付義務の場合も、基本法 20条 1項と結びついた基本法 1条 1項、基本法 7条 4項
2文から 4文という明文規定の存在や、自由行使の前提条件の整備が法的に当然の前提にな
っていること(例えば、国家の教育独占)が根拠とされている。 
そして、これらの義務については、基本権規定は国家に対し方向性を示すだけであり、
詳細な具体化を必要とし、単純法律による実現を狙いとするということは一般的に承認さ
れている。それゆえ、上述の様に基本権保護義務や狭義の給付義務が基礎づけられる限り
で、「基本権の保護・支援」の領域も、内容形成の領域となる。 
 
総括：我が国への示唆と今後の課題 
我が国の憲法も、民主主義原理・社会国家原理を採用しており、国家と社会の作用連関
という認識と、両者の権限配分として憲法を捉えるという視点は否定できないであろう。
また、基本権の私人間効力についての「間接的効力説」や、基本権制約根拠についての「一
元的内在制約説」などを見れば、我が国の憲法学も、基本権上の自由を社会全体において
実現されるべき価値と捉えてきたのではないだろうか。そうであるとすれば、配分原理の
変容・憲法の意味の変化・「憲法原理としての自由」の想定という、基本権規定から国家に
対する積極的な義務付けを導出する諸前提の共有可能性があるといえよう。また、憲法 29
条の財産権や憲法 25条の生存権を巡る議論など、実際に国家の積極的義務を導出し統制を
行う素地があることも確認できる。とりわけ、財産権等、内容形成の第一類型に属すると
考えられる基本権については、基本権の内容が法律によって初めて定まるものであり、ま
た、立法者が時代適合的に制度を改変していく必要性が否定できないとすれば、防御権の
場合とは異なる、内容形成の解釈学の発展が我が国でも積極的に検討される必要があろう。 
もっとも、本論文は、あくまで、基本権規定から国家の積極的義務を導出しうるかとい
う問題についての総論を素描してきたに過ぎず、各論として論じなければならないことは
多い。まずは、いくつかの基本権規定を採りあげ、内容形成の問題として扱う根拠、及び
内容形成の指導原理間の調整ルールについて、詳細に論じる必要があろう。 
 
 
